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はじめに 
出向は企業の人事の一環としてなされ、また、企業の経営
に深く関わってくるもののため、従業員に対して自由に命
じることができるように思われますが、従業員の生活に大
きな不利益を及ぼし得るものであるため、無条件にできる
ものではありません。そこで、出向命令に関する法律上の
問題点について説明します。 
 
出向（在籍出向）とは 
出向とは、会社と従業員が従来の雇用関係を維持したまま、
別の会社の指揮命令下に労務を提供する人事異動のこと
をいいます。なお、類似しているものに「転籍」というも
のがありますが、こちらは従来の雇用関係を一旦終了させ、
新たに雇用契約を締結するものであるため、今いる会社の
従業員であり続けるか否かという点において、大きく異な
ります。 
 
出向命令の有効要件 
以下に、出向命令の要件について記載します。 
 
①労働契約上、出向を命令することができること 
②出向命令権の⾏使が権利濫⽤に当たらないこと 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
①について、出向とは、出向元企業が出向先企業に対して、
労働者に対する「労務給付請求権」を譲渡することを意味
します。出向が労働者の生活等に与える影響が大きいため、
労務給付請求権等の使用者の権利を第三者に譲渡する場 
合には、労働者の承諾（同意）が必要とされています（⺠
法第６２５条）。ただし、この同意は、必ずしも労働者の
個別的な同意を求めるものではなく、包括的なもので足り
るとされています。 
 
次に②について、労働契約法第 14 条では、「使用者が労
働者に出向を命ずることができる場合において、当該出向
の命令が、その必要性、対象労働者の選定に係る事情その
他の事情に照らして、その権利を濫用したものと認められ
る場合には、当該命令は、無効とする。」と規定していま
す。そのため、出向命令に労働契約上の根拠がある場合で
も、権利濫用と認められる場合には、無効となります。 
権利濫用に当たるかどうかについては、個々の事案毎に判
断が必要となります。 
 
さいごに 
出向命令は重要な人事権の１つですが、これまで述べてき
たように、無制限に⾏なうことができるものではありませ
ん。まずは、会社ができる限り自由に出向を命じることが
できるように、労働契約等を十分に整備しておくことが必
要です。それと同時に、当該契約の適法性を判断する機関
（体制）についても整えておくことが肝要です。 
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出向命令の法律問題

について 

 

「出向」は従業員の生活に大きな不利益を及ぼ
すため、無条件に命じることは出来ません。そ
こで、出向命令を下す際の、法律上の諸問題に
ついて説明します。 
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はじめに 
商業登記申請の改正により、平成 28 年 10 月 1 ⽇以降、
役員の変更登記の申請などの際に株主リストの添付が義
務付けられます。 
 
なぜ株主リストの添付が必要？ 
なぜ登記手続きに株主リストの添付が必要となるのでし
ょうか。株主リストの添付が義務付けられた背景には、株
主総会議事録等を偽装して役員になりすまして役員の変
更登記を⾏うなどの、商業・法人登記を悪用した犯罪や違
法⾏為が後を絶たないことがあります。 
このため、事実とは異なる株主総会議事録が作成され、真
実ではない登記がされるのを防止すること等を目的とし
て、主要株主のリストの提出が求められることとなりまし
た。 
例えば、役員の変更登記など、登記すべき事項につき株主
総会の決議を要する場合には、登記申請の際、（1）議決権
数の上位 10 名の株主、（2）議決権割合が 3 分の 2 に達
するまでの株主、のいずれか少ない方の株主について、以
下の事項を記載したリストを添付することが必要となり
ます。 
 

1. 株主の氏名又は名称 
2. 住所 
3. 株式数 
4. 議決権数 
5. 議決権割合 

 
法⼈税申告書別表2 を利⽤できる場合も 
法務省では、株主リストが登記の添付書⾯になることを踏
まえ、7 月21 ⽇に周知文（株主リストが登記の添付書⾯
となる旨）をウェブサイトで公表しています。 
ここでは、株主リストの書式例・記載例や、株主リストの
要否・内容についての判定を⾏うためのフローチャートの 
 

他、「他の書⾯を利用した株主リスト」も⽰されています。 
 
「他の書⾯を利用した株主リスト」は、企業側の事務負担
を考慮し、既存の書類を利用できるようにしたものです。
具体的には、A.同族会社等判定明細書（法人税確定申告書
別表2）を利用する場合、B.有価証券報告書を利用する場
合の2 パターンです。いずれも一定の要件を満たした場合
のみ利用することができます。A.については、法人税申告
書別表 2 が利用可能かどうかを判定するためのフローチ
ャートが⽰されているので登記申請の際にご活用くださ
い。 
 

＜「株主リスト」が登記の添付書⾯となります＞ 
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji06_00095.html 

 
 

登記申請の際の株主

リスト添付義務化 

役員の変更登記の申請などの際に株主リスト
の添付が義務付けられます。その背景、提出す
る株主リストの内容等について解説します。 
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事案の概要 
原告らは、1 年ごとに、定年後の再雇用契約を結ぶ必要の
ある65 歳以上の男⼥10 名であり、会社に対して、未払
い賃⾦の請求訴訟を起こしていました。ところが、原告ら
は突然に再雇用及び契約の打ち切りを⾔い渡されました。
会社は、事前に労働組合に対して、「会社を提訴する者を
再雇用しない」、と伝えていたそうですが、当該 10 名及
び労働組合は会社提訴を理由とする雇い止めを不当とし
て、訴訟提起しました。 
 
有期労働契約とは 
労働契約には、期間の定めのあるものと期限の定めのない
ものがあり、前者を「無期労働契約」、後者を「有期労働
契約」といいます。有期労働契約の上限は3 年となってお
り、これを超えることは法律で禁止されています（労働基
準法 14 条 1 項柱書）。例外として、⾼度の専門知識等を
必要とする業務に就く者、満60 歳以上の者との有期労働
契約については、上限を最⻑5 年とすることが許されてい
ます（労働基準法14 条1 項1 号及び2 号）。 
労働者の地位の安定、期待を保護するために、労働契約法
17 条1 項では使用者による期間途中での解雇を禁止して
います。 
 
雇い止めとは 
雇い止めとは、有期労働契約において、労働契約を更新し
ないことを⾔います。原則として、有期労働契約は期間が
終了すれば当然に契約は終了しますので、更新がない場合
には仕事を続ける事はできません（⺠法629 条1 項によ
り、黙⽰の更新があったとされる場合は、同一の条件で無
期の労働契約が推定されます）。 
もっとも、現在では労働契約法19 条に「雇い止め法理」
が規定されています。同条の 1 号または 2 号に該当し、
雇い止めが客観的に合理的な理由を⽋き、社会通念上相当 
 
 

であると認められない場合に、雇い止めが無効とされます。
本件では、恐らく同条1 項（実質無期労働契約型）に該当
すると考えられます。 
 
さいごに 
本件のように、企業提訴を理由として雇い止めが認められ
た場合、労働者の本質である賃⾦請求権（労働基準法第9
条）の⾏使や、憲法第32 条で保証されている裁判を受け
る権利の⾏使が躊躇される恐れがあります。そこで、賃⾦
請求権や裁判を受ける権利の⾏使の観点から、本件雇い止
めは、客観的に合理的な理由を⽋き、社会通念上相当でな
いと考えられます。 
確かに、有期労働契約は通常の採用より簡易な手続きであ
ることから、解雇（労働契約法第16 条）よりも緩やかに
雇い止めは判断されることになると考えられます。しかし
ながら、労働者にとってあまりに不利益となる解雇事由や
解雇方法は、雇い止めであっても許されるべきではありま
せんので、雇い止めの事由については、労働者側にも配慮
した、より筋の通ったものであるべきだと考えられます。 
 

 

雇い止めについて（元タクシー

運転手による提訴事例） 

有期労働者であった元運転手 10 名と労働組合が原告

となり、会社と同社⻑らに対して運転手らの地位確認

及び未払い賃⾦請求訴訟を提訴したことを根拠として

雇い止めの理由となるかどうか、について説明します。 
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労働者供給について 
労働者供給とは、供給契約に基づいて労働者を他人の指揮
命令を受けて労働に従事させることを⾔います。労働者供
給事業は、職業安定法45 条に基づき、労働組合等が⾏な
う事業です。 
職業安定法44 条は、原則として労働者供給事業を禁止し
ています。歴史的にみて、労働者の供給には、供給業者に
よる労働者の強圧的支配がともない、中間搾取が発生し、
労働者を劣悪な労働環境へ貶めてきたためです。 
しかしながら、労働者供給事業は、委託契約や請負契約の
形式で脱法的に⾏なわれることが多いため、「請負」とい
えるには、事業者が以下の4 要件を備えることが必要とさ
れています（職業安定法施⾏規則第4 条1 項）。 
 
（1）作業の完成について事業主としての財政上及び法律

上の全ての責任を負うものであること。 
（2）作業に従事する労働者を、指揮監督するものである

こと。 
（3）作業に従事する労働者に対し、使用者として法律に

規定された全ての義務を負うものであること。 
（4）自ら提供する機械、設備、器材（業務上必要なる簡

易な⼯具を除く。）若しくはその作業に必要な材料、
資材を使用し又は企画若しくは専門的な技術若しく
は専門的な経験を必要とする作業を⾏うものであっ
て、単に⾁体的な労働⼒を提供するものでないこと。 

 

以上の要件を満たさない場合、労働者供給事業とみなされ、
供給元と供給先のいずれも処罰の対象となります（職業安
定法第64 条）。 
 
労働者派遣、請負・業務委託との比較
について 
労働者供給と労働者派遣、請負・委託契約それぞれについ
て、違いを簡単にまとめると以下のようになります。 
 
①労働者供給：供給先と労働者との間で、雇用関係と指揮
命令関係がある。 
②労働者派遣：派遣先と労働者との間に雇用関係はなく、
指揮命令関係がある。 
③請負・業務委託：注文主と労働者との間に、雇用関係及
び指揮命令関係のいずれもない。請負（業務委託）元と労
働者との間には、雇用関係及び指揮命令関係が存在する。 
なお、注文主と労働者との間に指揮命令関係が存在する場
合には、請負形式の契約により労働が⾏なわれても、労働
者派遣に該当する可能性があります。 
 
職場の雇用関係が多様化する中、企業においては様々な雇
用形態を利用することと思われます。意図せず法律違反を
起こさないように、契約の名称だけでなく雇用実態に注意
する事が必要です。契約名称と雇用実態に乖離がないか、
法令を遵守しているか、普段から注意しておくことが必要
でしょう。 

労働者派遣における

注意点 

職業安定法 44 条が禁止する労働者供給事業とはど

のようなものか、労働者派遣と請負・業務委託と対

比しながら考察していきます。 

〜当事務所へのお問い合わせについて〜 
『PLUS ALPHA NEWS』では、最新の法令等の情報をお知らせするだけでなく、当事務所を身近に感じていただくための

コミュニケーションツールとしても活用していきたいと考えていますので、よろしくお願い致します。 
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